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国際社会で活躍する人材に
求められる英語力

－仕事で英語が使える－国民全体に求められる英語力
－英語でコミュニケーションできる－

中学校
挨拶や応対、身
近な暮らしに関わ
る話題などにつ
いて平易なコミュ
ニケーションがで
きる。
（英検３級程度）

高等学校
日常的な話題に
ついて通常のコ
ミュニケーション
ができる。
（英検準２級～２
級程度）

大 学
各大学が、仕事
で英語が使える
人材を育成する
観点から、達成
目標を設定
（各大学が設定）
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１．英語の授業の改善

２．英語教員の指導力向上及び指導体制の充実

３．英語学習へのモティベーションの向上

４．入学者選抜等における評価の改善

５．小学校の英会話活動の支援

６．国語力の向上

７．実践的研究の推進
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目 標
英語の授業の大半は英語を用いて行い、生徒や学生がコミュニケーションを行う活動を多く取り入れる
中・高等学校で少人数指導や習熟度別指導を積極的に取り入れる
地域に英語教育に関する先進校を形成する

関係施策
教職員定数改善計画の推進

ｽｰﾊﾟｰ・ｲﾝｸﾞﾘｯｼｭ・ﾗﾝｹﾞｰｼﾞ・ﾊｲｽ
ｸｰﾙ（SELHｉ）

大学教育改革支援事業（現代的
教育ニーズ取組支援プログラム

（現代ＧＰ）等）

進捗状況
◆少人数、習熟度別授業の実施状況

・中学校 ３６（３８）％
・高等学校 ４０（４６）％

英語教育に関する先進的な取組を実施。
・１６年度までに８８校
・１７年度までに１０１校
・１８年度までに１１０校（拡充予定）

◆社会的要請の強い政策課題に対応した取組を支援。

・公募テーマ（「仕事で英語が使える日本人の育成」）

→７０件の申請の中から１１件を選定
また、「特色ある大学教育支援プログラム（特色ＧＰ）」におい

ても、平成１５年度から平成１７年度に選定された取組のうち、
英語教育に関するものが１０件含まれている。

〔※ （カッコ内）は前年度の数字。以下同様。〕
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小学校中学校大 学

大学教員、留学生等を
特別非常勤講師として派遣

大学が設置する特別講座
への高校生の派遣

海外姉妹校
インターネットを通じた
合同授業、交流教員加配

ＡＬＴ及び特別非常勤
講師等の優先的配置

情報・研究成果

情報・研究成果

教員・生徒の参加

国内の中・高等学校

企画評価会議
指導・助言
実地調査

連絡協議会

成果の普及

平成18年度：１００件 → １１０件 （拡充）

スーパー・イングリッシュ・ランゲージ・ハイスクール
○ 英語教育の重点的実施に関する実践研究
○ 一部の教科を英語で行う教育に関する研究 等

研究開発校の指定

小・中連携協議会
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■SELHiの英語教育の成果 -Ⅱ期校のGTECとｾﾝﾀｰ試験の結果より-

SELHｉの英語力伸長度は各成績層とも一般校を上回る
SELHｉの取り組み・指導は入試の結果（ｾﾝﾀｰ試験英語）にもつながる

○中学校卒業段階
挨拶や応対、身近な暮らしに関わる話題など
について通常のｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝができる
（英検3級程度／ＧＴＥＣ３００～４００）

○高等学校卒業段階
日常的な話題について通常のｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝが
できる （英検準2級～2級程度

／ＧＴＥＣ400～550）

○大学卒業段階
専門分野に必要な英語力や国際社会に活躍
する人材等に求められる英語力
（ＴＯＥＩＣ５５０／ＴＯＥＦＬ４９０／ＧＴＥＣ６５０ ）

●「ｾﾝﾀｰ試験自己採点集計」と
「GTECｆｏｒＳＴＵＤＥＮＴＳ」※の
受験データより作成

※GTECとは、実践的な英語力を測定する
試験のこと。

・各成績層のＳＥＬＨｉデータはⅡ期指定校のうち20校1853人
のデータを使用。

・ｾﾝﾀｰ試験自己採点集計40万人のデータからGTECを複数

回受検しているSELHｉ以外の7万人を抽出。

ｾﾝﾀｰ試験
英語得点

GTEC TotalGTEC Totalスコアスコア ｾﾝﾀｰ試験得点ｾﾝﾀｰ試験得点
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・背景： グローバル化や少子化という社会の変化を背景に、大学等が個性や特色
を発揮し、社会のニーズに応えた人材養成機能の強化を図ることが必要

・概要： 「Good Practice」をキーワードとして、大学における教育の質の向上を目

指す特色ある優れた取組を支援。各種審議会からの提言等を踏まえ、
社会的要請の強い政策課題に対応した大学等における優れた取組を選定

（平成１６年度から実施、平成１７年度１１件）

・テーマ： ①地域活性化への貢献、②知的財産関連教育の推進、
③仕事で英語が使える日本人の育成、④人材交流による産学連携教育、
⑤ニーズに基づく人材育成を目指したe-Learning Programの開発

選定取組の例：

PEP（「プロフェッショナル・

イングリッシュ・プレゼン
テーション特修コース」）
導入による先進的
英語教育改革

(神戸大学)

英語がつなぐ
グローバルキャンパスへの取組

(早稲田大学)

専門職業人となる
人材の基盤的英語教育

(北星学園大学短期大学部)
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中学校

高等学校

校 校 校 校
（ % ） （ % ） （ % ） （ % ）

397（408）
0.9（0.8） 65.5（65.1） 29.7（30.0） 3.9（4.0）

第３学年
86（86） 6,601（6,624） 2,999（3,056）

大半は英語を用い
て行っている

英語の使用はほと
んどあるいは全くな
い

英語を用いることは
あるが半分または
それ以下である

半分以上は英語を
用いて行っている

① 国際関係（語学を含む）の学科・ｺｰｽのｸﾗｽ

校 校 校 校
（ % ） （ % ） （ % ） （ % ）

校 校 校 校
（ % ） （ % ） （ % ） （ % ）

英語の使用はほと
んどあるいは全くな
い

英語を用いることは
あるが半分または
それ以下である

半分以上は英語を
用いて行っている

大半は英語を用い
て行っている

ＯＣⅠ
0（4） 59（50） 86（86） 128（129）

0（1.5） 21.6（18.6） 31.5（32.0） 46.9（48.0）

英語Ⅰ
19（25） 178（200） 68（60） 29（11）
6.5（8.4） 60.5（67.6） 23.1（20.3） 9.9（3.7）

② ①以外の学科・ｺｰｽのｸﾗｽ
校 校 校 校

（ % ） （ % ） （ % ） （ % ）
校 校 校 校

（ % ） （ % ） （ % ） （ % ）

713（750）
3.0（3.1） 42.2（40.5） 33.3（31.3） 21.5（25.1）ＯＣⅠ
100（94） １,398（1,212） 1,102（936）

英語Ⅰ 514（519） 2,833（2,666） 310（269） 39（40）
13.9（14.9） 76.7（76.3） 8.4（7.7） 1.1（1.1）

〔※ （カッコ内）は前年度の数字。以下同様。〕
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目 標
概ね全ての英語教員が、英語を使用してコミュニケーション能力の育成を図る授業を行うことができる英語力
（英検準一級、TOEFL550点、TOEIC730点程度以上）及び教授力を備える

◆地域レベルのリーダー的教員を中核として、地域の英語教育の向上を図る
中・高等学校の英語の授業に週１回以上はネイティブスピーカーが参加する
英語に堪能な地域の人材を積極的に活用する

関係施策
全ての中・高等学校の英語教員
に対する集中的研修

海外研修の充実

「英語指導力開発ワークショップ」
の実施

ＡＬＴ（外国語指導助手）の活用
促進

進捗状況
平成１７年より廃止・税源移譲、一般財源化。
引き続き、４５都道府県・１０政令指定都市・１６中核市で実
施、中・高等学校英語教員 ７，４２５人が参加（予定含む）

１２ヶ月３（６）人、６ヶ月３３（４９）人、２ヶ月６１（７３）
人がアメリカ、イギリス等で研修

◆地域における英語教育の中心的な役割を果たす人
材を育成するため、大学と教育委員会が連携のもと
開催するワークショップを実施（平成１７年度から）

ネイティブスピーカーが授業へ参加する割合（平均）
・中学校の総授業時数の２５（２１）％
・高等学校２２（２１）％

〔※ （カッコ内）は前年度の数字。以下同様。〕
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中学校中学校

高等学校高等学校（国際関係の学科・コース以外）（国際関係の学科・コース以外）

参加時数

参加時数

第１学年

26%

74%

第３学年

23%

77%

第２学年

75%

25%

第１学年

80%

20%

第２学年

12%

88%

第３学年

10%

90%
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平成１８年度要求額 ２１，１９６千円

指導助言者謝金・旅費
教材開発費
会場借上費

資料作成費等

実施主体：
大学（教育委員会との連携・共催の
下に実施）

連携
Liaison

効果的な指導方法等に
関する協議会

授業の実践、ディスカッション
を多く取り入れたワークショップ

内容例：
４技能を効果的に向上させるための
指導の在り方について
４技能を効果的に向上させるための
学習方法（ﾗｰﾆﾝｸﾞ･ｽﾄﾗﾃｼﾞｰ）について
英語を効果的に使って展開する授業
の構築について など

夏季や冬季の
休業期間を利
用して実施

実践的コミュニケーション能力の育成（「英語が使える日本
人」の育成）をより確かなものにするため、地域における英語
教育の中心的な役割を果たす人材の育成を図ることを目的
に、実践授業研究、討論・意見交換などのワークショップを開
催する。

【拡充内容】
５ → ６地域

英語指導法開発事業
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目 標
毎年１０，０００人の高校生が海外留学する
授業以外で英語を使う機会が充実する
英語を用いて世界へ情報発信するなど、国際交流を一層活発にする

関係施策
高校生留学の促進

英語の授業外における取組状況

進捗状況
・１，０００人に対し渡航費の一部を支援及び留学情
報提供事業の支援

・日本人高校生の派遣、及び外国人高校生の受入を

促進するため、ＤＶＤを作成・配布
・平成１６年度 ４，４０４（４，１６０）人がアメリカ、オー

ストラリア、ニュージーランド等に留学【３ヶ月以上】、
３４，７８２（３３，２４０）人がオーストラリア等に研修
旅行【３ヶ月未満】 （カッコ内の数字は平成１４年度実績）

・中学校 英語スピーチコンテスト開催 30％（28）
・高等学校 国際交流を実施 47％（31）

英語クラブを設置 47％（40）
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目 標
◆聞く及び話す能力を含むコミュニケーション能力を適切に評価する
◆大学や高校入試において、リスニングテスト、外部検定試験の活用を促進する

関係施策
大学入試センター試験のリスニ
ングテスト導入

高等学校入学者選抜の改善の
促進

進捗状況
平成１８年１月の大学入試センター試験にて
英語のリスニングテストを実施（約４９万人が受験）

全ての都道府県でリスニング試験が実施されるほか、
英問英答による面接試験等を１６自治体で実施
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目 標
総合的な学習の時間などにおいて英会話活動を行っている小学校について、その実施回数の３分の１程度は、
外国人教員、英語に堪能な者又は中学校等の英語教員による指導を行う

関係施策
小学校英会話活動推進のため

の手引の作成

経験豊かなＡＬＴや地域人材の
活用促進

◆小学校英語活動地域サポート事
業

◆今後の小学校英語教育の在り方
に関する研究

進捗状況
「小学校英語活動ガイドブック（仮称）」を作成中

ＪＥＴプログラムによるＡＬＴ及び自治体独自による
ＡＬＴ並びに英語に堪能な地域人材の小学校への派
遣を促進

現行の教育課程下で実施される小学校の英語活動
について、各学校や自治体の課題やニーズに対応
して、指導方法の改善・向上や指導者の能力向上の
ための取組を支援する事業を実施
（平成１７年度：３０地域、平成１８年度：３０地域（継続含む））

◆中央教育審議会教育課程部会での審議経過報告
（平成１８年２月）

・小学校段階における英語教育の充実が必要。
・仮にすべての学校で共通に指導するとした場合の指導内容
を明らかにするため必要な検討を進めている。
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英語活動実施学校数
（公立小学校のみ）

○ 研究開発学校や構造改革特区を活用した実践的研究
・研究開発学校 ７７校（平成１７年度）
・構造改革特区 ５５自治体（平成１７年度１１月現在）

※ ここでいう「英語活動」とは、
児童が実際に「英語」を聞いたり
話したりするような活動を指し、
「総合的な学習の時間」以外で

行われた活動を含む。

年間実施時間数別学校数

「英語活動」を実施し
た学校数
20,803校（93.6%）

「英語活動」を実施し
なかった学校数
1,429校（6.4%）

5,129校 5,107校

3,275校 3,130校 2,992校 2,803校

8,361校 8,539校

8,475校 8,429校 8,350校 8,429校

2,379校 2,426校

4,756校 4,950校 5,113校 5,311校

681校 693校

2,253校 2,390校 2,600校 2,824校

0校 

5,000校 

10,000校 

15,000校 

20,000校 

25,000校 

第１学年 第２学年 第３学年 第４学年 第５学年 第６学年

7１時間以上

36～70時間

23～35時間

12～22時間

4～11時間

1～3時間
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平成１８年度予定額 ８２，９０１千円
現行の教育課程の中で、小学校英語活動を実践
する自治体等に対し、その取組みを支援

英語活動の改善のための実践
指定期間：２年間

教材開発、教材使用
方法改善への取組み

年間指導計画、指導
案充実への取組み

指導法向上ワークショップ等の開催

指導者が参加する指導
力向上等のためのワー
クショップ、協議会開催
の取組み

指導助言者謝金・旅費
教材開発費
会場借上費

資料作成費等

対象：３０地域

地域として抱えている課題、例えば年間及び単元ごとの指導方法や教
材選び、作成・使用方法等の改善・向上や、英語活動の指導者である
小学校教員の指導能力向上のための取組みに対し、所要の経費を措
置する。なお、18年度は、教員の指導法向上のための取組みについて

サポートを充実

実施主体：
・教育委員会
小学校における英語活動の改善・向上の取組み

・大学（教育委員会との連携）
英語活動指導者（教員、ＡＬＴ等）を集めて行う
指導方法 向上のための検討会・ワークショップ等
の取組み地域での成果の共有の観点から、複数校

で連携しながらの実践が望ましい

他府県・他市町村などブロック単位の開催
が望ましい

その他の課題の改善に対する取組み

地域で抱えている小学校英
語活動に関する課題に対す
る取組み
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目 標
英語によるコミュニケーション能力の育成のため、全ての知的活動の基盤となる国語を適切に表現し、正確に
理解する能力を育成する

関係施策
国語力向上モデル事業

子どもの読書活動の推進

国語指導力向上講座の実施

進捗状況
全国２５地域１８８校を指定（２年間）
家庭や地域と連携しながら国語を適切に表現し正確
に理解する能力など児童生徒の国語力向上に資す
るための実践研究を実施

平成１５年度では、小学校８０％（７２）、中学校６６％
（６０）、高等学校２６％（２０）で朝の読書活動を実施。
（いずれも平成１４年度より増加）

小・中・高等学校等の教員、指導主事等約７００名が
全国２ブロック（東部：教員研修センター、西部：奈良

教育大学）で研修を受講（平成１７年８月～）
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目 標
英語教育の改善のための取組が着実に推進されるよう、中・高・大学の英語教育に関する実践的研究を総合
的に実施する（平成１５年秋までに一定の結論を得る）

関係施策
中・高等学校段階で求められる
英語力の指標に関する研究

中・高等学校における英語教育
及び教員の研修プログラムに関
する研究

英語教員が備えておくべき英語
力の目標値についての研究

大学の英語教育の在り方に関す
研究

諸外国における英語教育の取組
に関する研究

進捗状況（平成１５年度で終了）
中・高等学校の教員が持つ英語教育の目標と生徒
の考えとの相関関係について分析

英語教員の集中的研修の計画を作成する上で指針
となるガイドブックを作成 等

◆英語教員が備えておくべき英語力の目標値の妥当
性関する調査を実施（英検、ＴＯＥＦＬ及びＴＯＥＩＣの
比較）

◆大学の英語教育における教員の体制や達成目標、
外部試験の活用などについてのアンケートを実施
等

◆アジア諸国の英語教育政策、ナショナル・シラバス、
教科書のコンテンツ、教員養成（再教育）プログラム、
テスト評価基準、授業の実態等について調査
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